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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第58期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第57期

会計期間
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日

売上高（百万円） 7,779 12,323 39,476

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△96 1,212 2,112

四半期（当期）純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△88 701 2,030

純資産額（百万円） 18,866 22,078 21,272

総資産額（百万円） 37,788 41,881 40,361

１株当たり純資産額（円） 1,049.10 1,219.12 1,178.19

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（円）
△5.17 40.85 118.28

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ 40.81 118.24

自己資本比率（％） 47.7 50.0 50.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
188 1,704 3,738

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△460 △542 △854

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
566 △652 △2,472

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残

高（百万円）
5,120 5,856 5,282

従業員数（人） 2,878 3,396 3,232

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

　　　３. 第57期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社フコク(E01113)

四半期報告書

 2/27



２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、関係会社の異動につきましては、「第１　企業の概況　３　関係会社の状況」に記載のとおり

であります。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所 
有割合(％)

関係内容

（連結子会社）
　
フコクエーピー㈱

タイ国チャ
チェンサオ県

百万バーツ

　

2
　
　

その他
100
　
役員の兼任１名　

富原テック㈱
韓国京畿道安
山市

百万ウォン

　

10
　
　　

防振
80
(80)

――――――

　（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

　　　　２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。　

　　　　３．フコクエーピー㈱は連結子会社タイフコク㈱及びサイアムフコク㈱の管理部門を統合し、人事、総務及び

　　　　　　経理のシェアード・サービスを提供することを目的する連結子会社であります。また、富原テック㈱は韓

　　　　　　国忠清南道保寧市内の鋳物工場用地を取得することを目的とする連結子会社であります。　

 

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 3,396(909)

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

        ２．従業員数の（　）は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員で外数であります。

　      

　

 (２）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 1,013(351)

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数の（　）は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員で外数であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(１）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

前年同四半期比(％)　

機能品（百万円） 6,235 －

防振（百万円） 4,800 －

金属加工（百万円） 1,039 －

その他（百万円） 263 －

合計（百万円） 12,339 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(２）受注状況

　当第１四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円)前年同四半期比(％)　受注残高(百万円)前年同四半期比(％)　

機能品　 6,406 － 2,197 －

防振　 5,050 － 1,785 －

金属加工　 1,139 － 408 －

その他 250 － 178 －

合計 12,847 － 4,569 －

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(３）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

前年同四半期比(％)　

機能品（百万円） 6,262 －

防振（百万円） 4,750 －

金属加工（百万円） 1,048 －

その他（百万円） 261 －

合計（百万円） 12,323 －

　（注）  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

  当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 　   また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下に記載される全ての財務情報は、当四半期報告書において開示される連結財務諸表に基づいております。また、

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

　　（１）業績の状況　

当第１四半期連結会計期間における我が国経済は、海外経済の回復を背景とした輸出と生産の増加、設備投資の持

ち直し等に見られるように、緩やかな回復を持続しました。しかし回復基調が鮮明になる一方、雇用情勢や消費意欲の

向上は限定的に留まり、材料市況の上昇圧力、ユーロ圏における金融市場混乱、人民元の相場変動の容認、円高や株価

下落への懸念等、今後の不透明感も払拭されないままです。

当社グループの主要顧客先である自動車産業においては、中国並びに新興国市場の好調、各国政府主導のインセン

ティブ施策の効果などに助けられ、引き続き回復基調を維持しております。

このような状況を反映して、当社グループの売上高は前年同期を58.4％上回る123億23百万円、営業利益は12億43百

万円（前年同期は営業損失１億32百万円）、経常利益は12億12百万円（前年同期は経常損失96百万円）、四半期純利

益は７億１百万円（前年同期は四半期純損失88百万円）となりました。

 

　セグメント別の業績は次の通りです。

　

機能品事業

自動車産業を主とする主要顧客先の回復基調を反映し、売上高は63億49百万円、セグメント利益は12億１百万円と

なりました。

防振事業

自動車産業を主とする主要顧客先の回復基調を反映し、売上高は47億50百万円、セグメント利益は６億39百万円と

なりました。

金属加工事業

前年末頃からの大型トラック及び建機産業の回復が極めて緩やかだったことから、売上高は10億59百万円、セグメ

ント損失は57百万円となりました。

その他

主要顧客先の回復基調を反映し、売上高は２億97百万円、セグメント利益は27百万円となりました。

　

　　（２）キャッシュ・フローの状況

　　　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ５億74

百万円増加し、58億56百万円となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　営業活動の結果得られた資金は17億４百万円（前年同期は１億88百万円）となりました。これは主に税金等調整前四

半期純利益12億円と、減価償却費６億25百万円、仕入債務の増加８億30百万円等による資金の増加と、賞与引当金の減

少１億81百万円、売上債権の増加８億34百万円等の資金の減少によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は５億42百万円（前年同期は４億60百万円）となりました。これは主に有形固定資産

の取得に５億26百万円支出したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は６億52百万円（前年同期は５億66百万円の獲得）となりました。これは主に借入金

の返済による支出が借入れによる収入を４億45百万円上回ったこと、配当金の支払が１億71百万円あったこと等によ

るものです。
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(３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当社グループの主要顧客先である自動車産業は、自動車メーカー、部品メーカーともにグローバルに事業を展開し、

最適地生産・調達の流れの中で活発に競争を繰り広げております。

当第１四半期連結会計期間における経済情勢を見ますと、2008年の世界的な金融危機と同時不況によって深刻な打

撃を受けた各国経済は、一部新興国の堅調や日本、米国等の回復の兆しに期待感を見出しながらも、ユーロ圏の財政破

綻国問題に悩まされ、総需要回復の途上におけるグローバル市場の構造変化への追随に汲々とするなど、態勢を立て

直すための取り組みを続けております。日本国内でも回復感を強めてきたように見えますが、デフレ基調下での雇用

情勢や所得環境の低迷、政策効果の一巡、政治情勢等、引き続き不透明な状況下にあると言えます。

自動車産業については、小型乗用車を中心に新車購入補助やエコカー減税などの各国政府の施策が功を奏し、需要

を喚起したこと、在庫調整の反動で急速に生産が回復したこと等から、幾分か明るさを取り戻した感がありますが、一

方で変動するグローバル主力市場と競争構造への対応、原油・原材料市況の動向、政策効果終了後の停滞、新興国の政

情等、いくつもの不安要素に脅えながらの再編を強いられている状況です。同時に、ハイブリッドカーや電気自動車な

ど、次代のニーズに応えるための新たな技術に対する積極的な取り組みにも拍車がかかっており、事業環境は大きな

転換期を迎えております。

このような状況の中、長期的・持続的な発展を目指す当社グループは、景気の荒波に対応して改善された体質を武

器として、組織力とシナジーを高め、徹底した原価低減を図りながら、さらなる高収益体制づくりを推進しておりま

す。今後も「強い商品を世界に展開する」という基本方針に従って戦略商品群の充実、新技術への対応を図ると同時

に、国内外の各拠点の再編及び機能強化に注力してまいります。

 

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①　基本方針の内容

　当社は、永年蓄積した業務知識や営業ノウハウを活用することによって顧客満足度をより高めることを経営の基本

施策として、長期的視野に立った経営を行い、それにより強固な財務基盤を形成し、高収益、高配当を実現することを

目標として掲げております。従って、経営の効率性や収益性を高める観点から、専門性の高い業務知識や営業ノウハウ

を備えた者が取締役に就任して、当社の財務及び事業の方針の決定につき重要な職務を担当することが、会社の企業

価値ひいては株主共同の利益に資するものと考えており、このことをもって会社の財務及び事業の方針の決定におけ

る基本方針としております。

②　具体的な取組み

イ．基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、主として自動車向けをはじめとする工業用ゴム製品の製造・販売企業であることから、良い製品を社会に提

供することが当社が社会に貢献することであると考え、また、そのことに誇りを持って事業活動を続けてまいりまし

た。そして当社は、そのような考えに基づき会社を運営することが、「株主」の皆様をはじめ「お得意先」、「お取引

先」、「従業員」あるいは「地域社会」等のすべてのステークホルダーから評価されることと考え、また、それが株主

価値の最大化に資するものであると考えております。そこで当社は企業価値・株主共同の利益向上のために、ⅰ）経

営の透明性の向上、ⅱ）コーポレート・ガバナンスの強化、ⅲ）安全で高品質な製品の提供、を事業活動を行う上で重

要な課題として掲げ、取組んでおります。

ロ．不適切な支配の防止のための取組み

　当社では、株式の大量買付行為等がなされた場合であっても、事業会社の社会的存在価値を踏まえた企業経営を十分

に理解し、企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを一概に否定するものではありませ

ん。また、株式会社の経営権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべ

きものと考えております。

　しかしながら、株式の大量買付行為等の中には、企業価値ひいては株主共同の利益に明白な侵害をもたらすもの、株

主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、あるいは対象会社が代替案を提案するための十分な時間や情報

を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件を引出すために買付者との交渉を必要とする

もの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　従って当社は、当社株券等の大量の買付行為等が行われる場合に、不適切な買付行為等でないかどうかを株主の皆様

が判断されるために必要な情報及び時間の確保や、株主の皆様のために買付者と交渉を行うことを可能とすることに

より、当社の企業価値・株主共同の利益に反する買付行為等を抑止する為の枠組みとして、平成19年６月28日開催の

第54回定時株主総会において、当社株券等の大量買付行為等に関する対応策（以下「買収防衛策」といいます。）に

ついて、株主の皆様のご承認を受け、導入いたしました。さらにこの買収防衛策について、近時の動向から修正が必要

であると判断された点に修正を加えて継続することを、平成21年６月26日開催の第56回定時株主総会において、株主

の皆様のご承認をいただいております。
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　当社の買収防衛策の主な内容は、当社株券等の大量買付行為等に関するルールとして、当社の株券等保有割合が20％

以上となるような買付等を行う者または提案する者に対して、ⅰ）買付行為の前に、当社取締役会に対して、買付等の

内容検討に必要な情報及び当社が定める手続きを遵守する旨の誓約文を提出すること、ⅱ）その後、当社取締役会か

ら独立した第三者により構成される独立委員会が、その買付等の内容と当社取締役会の事業計画を比較検討する期間

を設けること等を要請するルールを策定いたしました。当社が定める手続きを遵守しなかった場合または当社の企業

価値・株主共同の利益を害するおそれがある場合等には、新株予約権の無償割当ての方法による対抗措置を講じると

いうものであります。

　なお、この買収防衛策の詳細については、平成21年５月14日付けで「当社株券等の大量買付行為等に関する対応策

（買収防衛策）の継続について」として公表いたしております。このプレスリリースの全文は、インターネット上の

当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.fukoku-rubber.co.jp/）に掲載しておりますのでご参照下さい。

③　上記②の取組みについての取締役会の判断

イ．当社取締役会は、上記②の取組みが当社の上記①の基本方針に沿って策定され、当社の企業価値・株主共同の利

益を確保するための取組みであり、株主の皆様の共同の利益を損なうものではないと考えます。

　それは、i）経営の透明性の向上、ⅱ）コーポレート・ガバナンスの強化、ⅲ）安全で高品質な製品の提供といった取

組みを事業の重要な課題として推し進めることが、更なる高収益事業構造の構築ひいては企業価値・株主共同の利益

の確保・向上に資するものであると考えること、及び、前述② ロ．に記載のとおり買収防衛策は、企業価値・株主共

同の利益を確保・向上させる目的をもって導入されたものでありますので、いずれも当社基本方針に沿うものと考え

ます。

ロ．当社の買収防衛策は、取締役会の恣意的な判断を排するため、当社経営陣から独立した者のみから構成される独

立委員会を設置し、独立委員会の勧告を最大限尊重して買収防衛策を発動すること等が定められており、取締役の地

位の維持を目的とするものではありません。

 

（４）研究開発活動

  当第１四半期連結会計期間における研究開発費の総額は２億92百万円であります。

  なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社フコク(E01113)

四半期報告書

 7/27



第３【設備の状況】
(１）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(２）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、改修等につい

て完了したものは、次のとおりであります。

　　

会社名 所在地 セグメントの名称 設備の内容 完了年月
富原テック㈱　 韓国忠清南道保寧市 防振 土地の取得　 平成22.５

　なお、当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月６日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 17,609,130 17,609,130
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株 

計 17,609,130 17,609,130 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成16年６月29日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 690

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 69,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 926

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日から

平成23年６月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 926

資本組入額 463

新株予約権の行使の条件 新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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②　平成17年６月23日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 660

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 66,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,078

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から

平成24年６月22日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 1,078

資本組入額 539

新株予約権の行使の条件 新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 　　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 　①　平成19年６月28日定時株主総会決議　　

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 660

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 66,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,271

新株予約権の行使期間
平成21年７月１日から

平成26年６月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 1,271

資本組入額 636

新株予約権の行使の条件 新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）
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②　平成20年６月26日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 370

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 37,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 871

新株予約権の行使期間
平成22年９月１日から

平成27年６月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 871

資本組入額 436

新株予約権の行使の条件 新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）

　

③　平成21年６月26日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 570

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 57,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 509

新株予約権の行使期間
平成23年９月１日から

平成28年６月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 509

資本組入額 255

新株予約権の行使の条件 新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）

　（注）当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限ります。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限ります。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限り

ます。）（以上を総称して以下、「組織再編成行為」といいます。）をする場合において、組織再編成行為の効力発

生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社の成立の日、吸収分割に

つき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換がそ

の効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいいます。）の直前において残存す

る新株予約権（以下「残存新株予約権」といいます。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」といいます。）の新株予約権

をそれぞれ交付することとします。
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　ただし、以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割

契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とします。

①　交付する再編成対象会社の新株予約権の数

  新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

②　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

  再編成対象会社の普通株式とします。

③　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、当該事項について定められた内容に準じて決定いたします。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編成行為の条件等を勘案の

うえ、調整して得られる再編成後払込金額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編成対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とします。

⑤　新株予約権を行使することができる期間　

上表「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の

効力発生日のうちいずれか遅い日から、上表「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとします。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　当該事項について定められた内容に準じて決定します。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとします。

⑧　新株予約権の取得条項

　当該事項について定められた内容に準じて決定いたします。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

発行済株式総
数残高

資本金増減額 資本金残高
資本準備金増
減額

資本準備金残
高

（株） （株） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 17,609,130 － 1,395 － 1,514

 

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　

（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

442,500
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

17,151,600
171,516 －

単元未満株式
普通株式

15,030
－ －

発行済株式総数 17,609,130 － －
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区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

総株主の議決権 － 171,516 －

（注）上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数100個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社フコク
さいたま市中央区

新都心11-2
442,500 － 442,500 2.51

計 － 442,500 － 442,500 2.51

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 844 808 778

最低（円） 763 722 679

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,481 5,904

受取手形及び売掛金 13,215 12,306

商品及び製品 1,005 994

仕掛品 741 745

原材料及び貯蔵品 888 851

その他 856 875

貸倒引当金 △28 △27

流動資産合計 23,160 21,650

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,616 4,668

機械装置及び運搬具（純額） 6,010 6,244

土地 6,036 5,846

その他（純額） 1,169 1,052

有形固定資産合計 ※
 17,832

※
 17,812

無形固定資産

その他 167 176

無形固定資産合計 167 176

投資その他の資産

投資有価証券 284 286

その他 447 445

貸倒引当金 △10 △10

投資その他の資産合計 721 721

固定資産合計 18,721 18,710

資産合計 41,881 40,361

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,992 7,107

短期借入金 4,331 4,844

未払法人税等 324 124

賞与引当金 395 577

その他 1,920 1,828

流動負債合計 14,964 14,483

固定負債

長期借入金 3,204 3,106

退職給付引当金 560 497

役員退職慰労引当金 467 453

負ののれん 29 33

その他 576 513

固定負債合計 4,838 4,605

負債合計 19,802 19,088
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,395 1,395

資本剰余金 1,563 1,563

利益剰余金 19,132 18,602

自己株式 △236 △236

株主資本合計 21,854 21,325

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 51 57

為替換算調整勘定 △978 △1,157

評価・換算差額等合計 △926 △1,099

新株予約権 15 14

少数株主持分 1,135 1,032

純資産合計 22,078 21,272

負債純資産合計 41,881 40,361
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 7,779 12,323

売上原価 6,545 9,580

売上総利益 1,233 2,742

販売費及び一般管理費 ※
 1,366

※
 1,499

営業利益又は営業損失（△） △132 1,243

営業外収益

受取利息 6 7

受取配当金 1 1

負ののれん償却額 5 4

為替差益 43 －

その他 43 64

営業外収益合計 100 77

営業外費用

支払利息 55 38

為替差損 － 66

その他 8 4

営業外費用合計 64 108

経常利益又は経常損失（△） △96 1,212

特別利益

固定資産売却益 － 3

積立保険返戻金 27 －

その他 10 －

特別利益合計 38 3

特別損失

固定資産除却損 7 4

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10

その他 1 0

特別損失合計 8 15

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△66 1,200

法人税、住民税及び事業税 13 312

法人税等調整額 15 117

法人税等合計 29 430

少数株主損益調整前四半期純利益 － 769

少数株主利益又は少数株主損失（△） △7 68

四半期純利益又は四半期純損失（△） △88 701
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△66 1,200

減価償却費 676 625

賞与引当金の増減額（△は減少） △160 △181

退職給付引当金の増減額（△は減少） － 54

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △80 10

受取利息及び受取配当金 △8 △8

支払利息 55 38

為替差損益（△は益） △21 5

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △2

有形固定資産除却損 7 4

売上債権の増減額（△は増加） 994 △834

たな卸資産の増減額（△は増加） 263 △15

仕入債務の増減額（△は減少） △1,498 830

その他 97 113

小計 258 1,840

利息及び配当金の受取額 7 8

利息の支払額 △57 △37

法人税等の支払額 △20 △106

営業活動によるキャッシュ・フロー 188 1,704

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10 △1

定期預金の払戻による収入 41 －

有形固定資産の取得による支出 △480 △526

有形固定資産の売却による収入 5 5

投資有価証券の取得による支出 △0 △3

その他 △14 △16

投資活動によるキャッシュ・フロー △460 △542

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,137 155

短期借入金の返済による支出 △506 △84

長期借入れによる収入 500 207

長期借入金の返済による支出 △504 △723

セール・アンド・リースバックによる収入 53 －

リース債務の返済による支出 △22 △27

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △85 △171

少数株主への配当金の支払額 △6 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー 566 △652

現金及び現金同等物に係る換算差額 56 64

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 351 574

現金及び現金同等物の期首残高 4,768 5,282

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,120

※
 5,856
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

（1）連結の範囲の変更

　　当第１四半期連結会計期間より、フコクエーピー㈱及び富原テック㈱は新たに設立し

たため、連結の範囲に含めております。

（2）変更後の連結子会社の数

　　15社

２．連結子会社の事業年度等

に関する事項の変更

　　従来、連結子会社のうち決算日が２月末日であった株式会社東京ゴム製作所について

は、同日現在の財務諸表を利用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については

必要な調整を行っておりましたが、同社が決算日を12月31日に変更したことにより、

当第１四半期連結会計期間は平成22年３月１日から平成22年３月31日までの１か月

間を連結しております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については必要

な調整を行っております。

３．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）資産除去債務に関する会計基準の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　　これにより、営業利益及び経常利益は３百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は

13百万円減少しております。　

（2）企業結合に関する会計基準等の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第

21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22

号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会

計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基

準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号

　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用してお

ります。

　これによる、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。
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【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）　

　　　前第１四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却益」は、

特別利益の総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、

前第１四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「固定資産売却益」は１百万円であります。

　　　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）　

　　　前第１四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示してお

りました「退職給付引当金の増減額」は金額的重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記

することとしました。なお、前第１四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」

に含まれる「退職給付引当金の増減額」は22百万円であります。　　

 
　

【簡便な会計処理】

 　　 当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

      該当事項はありません。
　　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額 39,185百万円 ※　有形固定資産の減価償却累計額 38,595百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料 563百万円

役員退職慰労引当金繰入額 12百万円

賞与引当金繰入額 54百万円

給料 524百万円

役員退職慰労引当金繰入額 10百万円

賞与引当金繰入額 104百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 5,991

預入期間が３か月を超える定期預金 △671

担保に供している定期預金 △200

現金及び現金同等物 5,120

 

 （百万円）

現金及び預金勘定 6,481

預入期間が３か月を超える定期預金 △624

現金及び現金同等物 5,856

 

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 17,609千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 442千株

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 提出会社　15百万円

平成20年及び平成21年ストック・オプションについては権利行使期間の初日は到来しておりません。

 

４．配当に関する事項

  配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 171 10 平成22年３月31日 平成22年６月28日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日　至  平成21年６月30日）

 
工業用ゴム製品
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 6,982 796 7,779 － 7,779

(2)セグメント間の内部売上高

　 又は振替高
1 3 4 (4) －

計 6,983 799 7,783 (4) 7,779

営業利益又は営業損失（△） 12 △144 △132 0 △132

（注）１．事業区分の方法

    事業は製品の種類及び市場の類似性を考慮しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

工業用ゴム製品 シール機能製品、防振機能製品、ワイパーブレードラバー等

その他 超音波モータ、セラミックス、金属加工板金製品等

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日　至  平成21年６月30日）

 日本（百万円）
アジア等
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 6,015 1,763 7,779 － 7,779

(2)セグメント間の内部売上高

　 又は振替高
229 317 546 (546) －

計 6,245 2,080 8,326 (546) 7,779

営業利益又は営業損失（△） △129 △92 △221 89 △132

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

    アジア等……韓国、米国、タイ、インドネシア、中国

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日　至  平成21年６月30日）

 北米 アジア その他 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 273 1,636 225 2,135

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － － 7,779

Ⅲ．連結売上高に占める

　　海外売上高の割合（％）
3.5 21.0 2.9 27.4

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりであります。

（１）北米・・・・米国

（２）アジア・・・韓国、中国、タイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に製品群別の統括本部を置き、各統括本部は、取り扱う製品群について国内及び海外の包括的な戦略

を立案し、事業活動を展開しております。ただし、国内子会社の事業のうち、上記の統括本部の製品群に属さないもの

については、親会社が直接これを統括することとしております。

したがって、当社は、統括本部を基礎とした製品群別のセグメントと、統括本部に属さない国内子会社の事業セグ

メントから構成されており、これらの中から「機能品事業」、「防振事業」及び「金属加工事業」の３つを報告セグ

メントとしております。

「機能品事業」は、シール部品及びワイパーブレードラバー等の製品を製造販売しております。「防振事業」は、

ダンパー及びマウント等の製品を製造販売しております。「金属加工事業」は、自動車用タンク及び建設機械用部品

等を製造販売しております。　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　

　　当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

　 （単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３　

機能品 防振 金属加工 計

売上高       　 　

外部顧客への売上

高
6,2624,7501,04812,061 261 12,323 － 12,323

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

87 － 11 98 35 133 △133 －

計 6,3494,7501,05912,160 297 12,457△133 12,323

セグメント利益又は

損失（△）
1,201 639 △57 1,782 27 1,810△566 1,243

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、国内子会社のホース事業及び

ウレタン事業等であります。

　　　２．セグメント利益の調整額△566百万円には、セグメント間取引消去０百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△567百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等

であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,219.12円 １株当たり純資産額 1,178.19円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △5.17円 １株当たり四半期純利益金額 40.85円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

のため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額
　40.81

円

　

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額 　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △88 701

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△88 701

期中平均株式数（千株） 17,166 17,166

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） － 19

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　――― 　―――

 

（重要な後発事象）

　

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

  当社は、平成22年10月に適格退職年金制度から確定給付企業年金制度への移行を予定しており、平成22年７月に規程

を改訂しております。これに伴い、平成22年７月に「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号　平成14年１月31日）を適用する予定であります。

  なお、本制度の改訂に伴う損益に対する影響額は、新制度による退職給付債務額を算定中であるため、現時点では未確

定であります。　

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月６日

株式会社フコク

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 布施木孝叔　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田櫓孝次　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フコクの平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フコク及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

   期報告書提出会社）が別途保管しております。

２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月４日

株式会社フコク

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 布施木孝叔　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 入江秀雄　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フコクの平

成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フコク及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

   期報告書提出会社）が別途保管しております。

２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社フコク(E01113)

四半期報告書

27/27


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

